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欧州委員会は 15日に発表した春

季経済予測で、ユーロ圏の 2023年

の域内総生産（GDP）実質伸び率を

1.1％とし、前回（2月）の 0.9％から

0.2ポイント上方修正した。エネル

ギー高が一服したことなどを考慮

したもので、前回に続いて引き上

げた。（表参照） 

24 年の予想成長率も上方修正

し、1.5％から 1.6％に引き上げた。

EU27 カ国ベースでは 23 年が

1.0％、24年が 1.7％。23年は 0.2ポ

イント、24年は 0.1ポイントの上方

修正となった。 

欧州委は 22 年 11 月に発表した

秋季経済予測で、ユーロ圏の 23年

の GDP伸び率を 0.3％とし、7月の

1.4％から大幅に下方修正した。ロ

シアのウクライナ侵攻長期化によ

るエネルギー価格の高騰、物価高

などが景気を圧迫し、10～ 12月期

から 2 期連続でマイナス成長とな

り、景気後退入りすると予想した

ためだ。 

しかし、2月には暖冬の影響によ

るエネルギー消費の減少、天然ガ

スの脱ロシア依存が進んだことに

よるガス価格の低下などを受け

て、大幅に上方修正。今回の予測で

は、10 ～ 12 月期のマイナス幅が

0.1％と小幅にとどまり、1～ 3月期

には 0.1％のプラスとなったこと

や、サプライチェーン混乱の混和、

雇用市場の堅調なども評価し、さ

らに上方修正した。 

ただ、インフレ率に関しては、賃

上げが続いていることで、当初の

想定より長期に高止まりが続くと

予想。23年は 5.8％、24年は 2.8％と

し、それぞれ前回の 5.6％、2.5％か

ら引き上げた。 

主要国の 23年の予想成長率はド

イツが 0.2％、フランスが 0.7％、イ

タリアが 1.2％、スペインが 1.9％。

フランスは 0.1ポイント、イタリア

は 0.4ポイント、スペインは 0.5ポ

イントの上方修正となった。ドイ

ツは据え置いた。 

<EUR10999> 
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23年のユーロ圏成長率、1.1％に上方修正 
欧州委、エネルギー価格低下などで 

2022年 2023年 2024年

ベルギー 3.2 1.2 1.4

ドイツ 1.8 0.2 1.4

エストニア -1.3 -0.4 3.1

アイルランド 12.0 5.5 5.0

ギリシャ 5.9 2.4 1.9

スペイン 5.5 1.9 2.0

フランス 2.6 0.7 1.4

クロアチア 6.2 1.6 2.3

イタリア 3.7 1.2 1.1

キプロス 5.6 2.3 2.7

ラトビア 2.8 1.4 2.8

リトアニア 1.9 0.5 2.7

ルクセンブルク 1.5 1.6 2.4

マルタ 6.9 3.9 4.1

オランダ 4.5 1.8 1.2

オーストリア 5.0 0.4 1.6

ポルトガル 6.7 2.4 1.8

スロベニア 5.4 1.2 2.2

スロバキア 1.7 1.7 2.1

フィンランド 2.1 0.2 1.4

ユーロ圏 3.5 1.1 1.6

ブルガリア 3.4 1.5 2.4

チェコ 2.5 0.2 2.6

デンマーク 3.8 0.3 1.5

ハンガリー 4.6 0.5 2.8

ポーランド 5.1 0.7 2.7

ルーマニア 4.7 3.2 1.5

スウェーデン 2.6 -0.5 1.1

EU27カ国 3.5 1.0 1.7

22年は実績

欧州委の23年春季経済予測

GDP成長率（％）
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欧州自動車大手のステランティ

スが英政府に対して、EUとの離脱

協定の見直しを求めている。英国

から EU に輸出される電動商用車

に 2024年から関税が課されること

になっているためだ。EUと再交渉

し、ルールが変更されなければ同

社の英工場を閉鎖すると警告して

いる。 

離脱協定で定められた通商ルー

ルでは、英から EUに輸出される電

動商用車の部品調達について、付

加価値の 45％以上が英国または

EU産でなければ、24年から車両に

関税が課される。車載電池が付加

価値の半分近くを占めるため、英

国内では電池の生産増強が急務と

なっている。 

ステランティスは 21年、イング

ランド北西部のエルズミアポート

に電動商用車工場を建設すること

を決めた際、部品調達規制を順守

できると見込んでいた。しかし、英

下院の担当委員会に提出した書簡

で、ロシアのウクライナ侵攻や原

材料コストの上昇、サプライ

チェーンの混乱で事情が変わった

として、英政府と EUの交渉によっ

て同規制の適用を 27年まで再送り

するよう要請。これが実現しなけ

れば英工場を閉鎖し、数千人の雇

用が失われると警告した。 

同書簡の内容は 15日に公表され

た。英国に生産拠点を置く自動車

メーカーで、EV用電池を現地生産

しているのは日産だけ。自動車業

界では英国では車載電池の供給体

制が整っていないことから、部品

調達規制の適用延期を求める声が

上がっていたが、公然と要求した

のはステランティスが初めてだ。 

英スナク首相の報道官は 17日、

同問題について EU と交渉してい

ることを明らかにした上で、「決着

できると期待している」と述べた。 

<EUR11000> 

ステランティスが英にEU離脱協定見直し要求 
EVへの関税巡り、英工場閉鎖も 
EU は 16 日開いた財務相理事会

で、暗号資産（仮想通貨）に関する

包括的な規制である「暗号資産市

場（MiCA）規則案」を正式に承認

した。暗号資産に関する関心が高

まる中、金融システムの安定性を

スを提供する事業者に対し、加盟

国の規制当局から事業免許の取得

を義務付けることなどを柱とする

内容。暗号資産の発行事業者のほ

か、顧客の暗号資産を保管する事

業者や、暗号資産の取引プラット

調達、その他の犯罪行為を防止す

るための対策が盛り込まれてい

る。資金洗浄対策として、欧州証券

市場監督機構（ESMA）は当局の認

可を得ずに域内で活動する事業者

向けの登録簿を立ち上げ、監視体

制を強化する。 

一方、財務相理では「租税分野の

行政協力に関する指令（DAC）」の

改正案でも合意に達した。「DAC8」

EUの暗号資産規制、加盟国が正式承認 
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維持し、投資家を保護すると同時

に金融犯罪を防止するのが狙い。

世界的にみて暗号資産に関する包

括的なルールは整備されておら

ず、EUの新規則が米国などでの議

論に影響を与える可能性がある。 

MiCA規則案は、暗号資産市場の

一体性を保護するための包括的な

枠組みとして、欧州委員会が 2020

年 9月に発表した。欧州議会は 4月

の本会議で規則案を可決してお

り、閣僚理の正式承認を以って法

制化プロセスが完了した。 

新規則は暗号資産関連のサービ

フォームなどを含む、暗号資産関

連サービスのプロバイダー（CASP）

が規制の対象となる。 

米ドルやユーロなどの法定通貨

に裏付けされた「ステーブルコイ

ン」に関しては、発行者を欧州銀行

監督局（EBA）の監督下に置き、十

分に流動性のある準備金を積み立

てるよう義務付ける。ステーブル

コインの保有者には、いつでも無

料で資金の返還を請求できる権利

を与え、消費者保護を徹底させる。 

新規則には市場操作やマネーロ

ンダリング（資金洗浄）、テロ資金

と呼ばれる今回の改正では、新た

に暗号資産サービスプロバイダー

（CASP）を規制の対象とし、取引情

報の報告と税務当局との情報交換

を義務付けることが柱。暗号資産

からの収入に対する監視体制を強

化し、脱税や租税回避、虚偽申告な

どの違法行為を防ぐのが狙いだ。 

DAC 改正案は欧州議会の諮問を

経て（諮問手続きに基づく欧州議会

の意見に拘束力はない）、閣僚理が

全会一致で承認する必要がある。 

<EUR11001> 

 



5 

2023年5月22日 | No.440 

© 2023 FBC Business Consulting GmbH 

欧州委員会は 17日、EU関税同盟

が完成した 1968年以来、最も野心

的かつ包括的な関税制度の改革案

を発表した。電子商取引の普及な

どによる輸入量の増大や、それに

伴う税関検査の複雑化に対応する

ため、データ主導型のアプローチ

を通じて通関手続きを大幅に簡素

化し、輸入業者と税関当局双方の

負担軽減を図る。今後、欧州議会と

閣僚理事会で改革案について討議

する。 

改革案の柱は、通関手続きに必

要な情報を記録する「EU関税デー

タハブ」の構築と、データハブの運

用を監督する「EU関税局」の設置。

輸入業者は煩雑な輸入申告の書類

を提出する代わりに、製品やサプ

ライチェーンに関する情報を直接

データハブに記録することが可能

で、一定の期間内であれば複数回

の輸入に対して 1 回のデータ提出

で済ませることができる。 

EU関税データハブはまず、電子

商取引事業者を対象として 2028

年に運用を開始する。32 年には輸

入業者全体に対象を拡大し、38 年

以降はデータハブの利用を義務化

する。 

一方、信頼できる事業者に対し

て税関手続きを簡素化する既存の

認定事業者（AEO）制度を強化す

るかたちで、新たに「信頼・検査

（Trust & Check）貿易業者」のカテ

ゴリーを設け、事業プロセスやサ

プライチェーンが完全に透明であ

ることなどの条件を満たした事業

者に対し、通関手続きや検査を簡

素化する。 

このほか電子商取引の利用拡大

に対応するため、域内の消費者が

オンラインプラットフォームを介

して域外から商品を購入する際、

プラットフォーム事業者が輸入業

者として通関手続きや関税の支払

いに関して責任を負う。また、電子

商取引を利用した詐欺などの不正

行為を防止するため、150ユーロ未

満の商品に対する関税の免税措置

を廃止する一方、低額商品の関税

分類を 4 つに減らして計算しやす

くする。欧州委はこうした措置に

より、年間 10億ユーロの追加的な

関税収入を確保できると試算して

いる。 

<EUR11002> 

 

 

欧州委員会は 17日、EUと英国の

金融サービスに対する規制での協

力強化に向けた覚書（MOU）の草案

を採択したと発表した。金融規制

での協力を協議する共同金融規制

フォーラム」の設置を柱とする内

容。加盟国の承認を経て正式調印

する。 

EU は 2020 年 1 月末に離脱した

英国と「貿易連携協定（TCA）」と

呼ばれる自由貿易協定を締結した

が、金融サービスは対象外となっ

ている。双方は 21年 3月、金融規制

での協力を協議する共同フォーラ

ムの設置について大枠で合意。し

かし、英の EU離脱後も EU単一市

場に残った英領北アイルランドの

通商ルール見直しをめぐる対立の

影響で作業が中断していた。 

欧州委は同問題が 2月に決着し、

「ウインザー・フレームワーク」と

称される合意が締結されたことか

ら、MOUの草案をまとめた。これ

によると、「EU-UK金融規制フォー

ラム」を創設し、金融規制での協力

を促進するための意見交換など対

話を進める。EUと米国が設けた金

融規制協力の枠組みと同様のもの

となる。 

英財務省のアンドリュー・グリ

フィス・金融街シティー担当次官

は、EU側の動きを「良い知らせだ」

として歓迎の示し、同省が MOUに

調印する意向を表明。フォーラム

が年内の早い時期に始動すること

を望むと述べた。 

<EUR11003> 

 

 

欧州委、EU関税制度の改革案発表 
「データハブ」で通関手続き簡素化 

EUと英の金融規制協力、欧州委が覚書の草案採択 
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EU 加盟国は 17 日開いた大使級

会合で、再生可能エネルギー指令

の改正案について協議したが、原

子力由来の低炭素水素の扱いにつ

いてフランスなどが難色を示し、

議長国スウェーデンの判断で採決

を見送った。欧州議会と閣僚理事

会は 3 月末に改正案の内容で政治

合意に達しており、大使級会合で

加盟国の承認が得られる見通し

だったが、法制化プロセスの最終

段階で議論の行方が不透明になっ

てきた。 

再エネ指令改正案は、EU域内の

エネルギー消費に占める再生可能

エネルギーの比率について、2030

年時点の目標を従来の「少なくと

も 32％」から「少なくとも 42.5％」

に引き上げることが柱。50 年の気

候中立を実現するため、EU全体で

再エネへの移行を加速させると同

時に、ロシア産化石燃料からの脱

却を図る狙いがある。 

改正案は運輸や製造業など分野

別の再エネ目標も設定している。

製造業では再エネ利用を毎年

1.6％拡大させるほか、30年までに

製造業で使用する水素のうち 42％

を非生物起源の再生可能燃料

（RFNBO）で製造された「再生可能

水素」とし、35年までにこの割合を

60％に引き上げる目標が盛り込ま

れている。 

英フィナンシャル・タイムズ

（FT）によると、大使級会合ではフ

ランス、ブルガリア、ハンガリー、

チェコなど原発推進派の 6 カ国が

再エネ指令改正案に反対、または

態度を保留する意向を表明した。

フランスなどは原発から供給され

る電力で製造された低炭素水素が

再生可能水素としてカウントされ

ず、製造業における再エネ目標に

算入できない事態を懸念してい

る。フランスの代表は「原子力由来

の電気が再エネ由来の電気と差別

なく共存できるようにしなければ

ならない」と述べた。これに対し、

原発に反対するオーストリア、ド

イツ、スペインなどは、風力や太陽

光などを利用した発電を推進する

取り組みが阻害されかねないと反

発している。 

EU は 2035 年以降に電気自動車

（EV）などゼロエミッション車以

外の新車販売を事実上禁止する法

案をめぐり、最終局面で自国に大

手自動車メーカーを抱えるドイツ

の主張を受け入れ、合成燃料を使

用する場合に限って 35年以降も内

燃機関（エンジン）車の新車販売を

容認する内容に修正した経緯があ

る。今回もこの時と同様のプロセ

スをたどっており、ある外交官は

独仏の思惑によって法案成立が危

ぶまれる事態について、「EUの気

候変動対策にマイナスの影響を与

える恐れがある」と指摘している。 

<EUR11004> 

欧州自動車工業会（ACEA）が 17

日に発表した EU27 カ国の 4 月の

新車乗用車の販売（登録）台数は 80

万 3,188 台となり、前年同月から

17.2％増加した。販売増加は 9カ月

連続。特に電気自動車（EV）の販売

急増が続いている。 

純電気自動車（バッテリー式電

気自動車＝BEV）は51.9％増の9万

4,561台。全体でのシェアは 11.8％

で、前年同月の 9.1％から拡大し

た。ルーマニア、キプロスを除く

EU加盟国で 2～ 3ケタの伸びを記

録した。 

エンジンを搭載したハイブリッ

ド式電動自動車（HEV）は 22.7％増。

シェアは 23.7％から 24.8％に伸び

た。主流のガソリン車は 17.3％増

で、シェアは前年同月とほぼ同水

準の 38.2％だった。ディーゼル車は

横ばいで、シェアは 17.2％から

14.7％に縮小した。 

主要市場はドイツが 12.6％、フラ

ンスが 21.9％、イタリアが 29.2％、

スペインが 8.2％の幅で増えた。 

欧米の主要メーカーはフォルク

スワーゲン（VW）が 31.2％増、ル

ノーが 41.1％増となるなど大半が

伸びた。特に EVメーカーの米テス

ラが 788.9％増と絶好調だ。日本勢

は日産が 1.6％増、マツダが 22.4％

増、スズキが 45.2％増となったが、

トヨタが 1.4％、三菱が 47.9％、ホン

ダが 63.9％の幅で低迷した。 

EUに英国、アイスランド、ノル

ウェー、スイスを加えた欧州 31カ

国ベースの販売台数は 16.1％増の

96万4,932台。英国は11.6％増の13

万 2,990台だった。 

<EUR11005> 

 

 

4月のEU新車販売17％増、9カ月連続プラスに 
EV躍進続く、大半の市場で2～3ケタ増 

再エネ指令改正案、仏などの反対で採決見送り 
最終局面で成立不透明に 
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EU 統計局ユーロスタットが 16

日に発表した 3月の貿易収支（速報

値、季節調整前）統計によると、

ユーロ圏の収支は 256 億ユーロの

黒字となった。黒字となるのは 2カ

月連続。エネルギー輸入額が減っ

たことで改善が進んでいる。（表

参照） 

黒字幅は前月の 46億ユーロを大

きく上回った。輸出は前年同月比

7.5％増の 2,692億ユーロ。機械、自

動車、化学品の輸出が増えた。一

方、輸入はエネルギーが減り、10％

減の 2,436億ユーロにとどまった。 

EU27 カ国ベースでは輸出が

9.4％増の 2,422 億ユーロ、輸入が

13.2％減の 2,175億ユーロで、247億

ユーロの黒字となった。 

EUと主要貿易相手国の 1～ 3月

の収支をみると、対ロシアはウク

ライナ侵攻への制裁でエネルギー

輸入を制限した影響で、輸入が前

年同期比で 72.1％減の 181 億ユー

ロに縮小。赤字が前年同期の 465億

ユーロから 66億ユーロに減った。 

対日は輸出が 10.3％減の 165 億

ユーロ、輸入が 13％増の 182 億

ユーロで、16億ユーロの赤字。前年

同期の黒字（23億ユーロ）から悪化

した。 

ユーロ圏貿易収支が2カ月連続
黒字、エネルギー輸入減で 

<EUR11006> 

22年3月 23年3月 変動率 22年1～3月 23年1～3月 変動率

ユーロ圏　輸出 250.5 269.2 7.5% 667.6 724.5 8.5% 

輸入 270.6 243.6 -10.0% 727.3 727.1 0.0% 

収支 -20.0 25.6 -59.7 -2.6

EU27カ国　輸出 221.4 242.2 9.4% 593.3 649.0 9.4% 

輸入 250.5 217.5 -13.2% 677.5 659.1 -2.7% 

収支 -29.1 24.7 -84.1 -10.1

輸出 輸入 収支

1～3月 前年同期比 1～3月 前年同期比 1～3月 前年同期

ベルギー 139.3 -3.0% 137.0 -3.0% 2.3 2.8

ブルガリア 11.7 8.0% 13.0 4.0% -1.3 -1.7

チェコ 61.5 14.0% 54.7 5.0% 6.8 2.1

デンマーク 32.9 10.0% 28.6 0.0% 4.3 1.3

ドイツ 404.2 8.0% 354.9 2.0% 49.3 26.7

エストニア 4.7 -8.0% 5.3 -8.0% -0.6 -0.6

アイルランド 49.9 -2.0% 32.4 7.0% 17.5 20.4

ギリシャ 13.7 18.0% 20.9 2.0% -7.2 -8.9

スペイン 105.3 14.0% 112.6 3.0% -7.3 -16.9

フランス 153.4 9.0% 190.9 5.0% -37.5 -41.1

クロアチア 5.9 14.0% 9.9 6.0% -4.1 -4.2

イタリア 159.4 10.0% 154.0 0.0% 5.4 -8.8

キプロス 0.9 8.0% 3.5 39.0% -2.6 -1.7

ラトビア 5.5 7.0% 6.3 5.0% -0.7 -0.8

リトアニア 10.1 3.0% 11.5 1.0% -1.4 -1.5

ルクセンブルク 4.2 4.0% 6.3 1.0% -2.1 -2.2

ハンガリー 39.2 13.0% 39.2 7.0% 0.0 -2.1

マルタ 0.8 9.0% 1.6 5.0% -0.8 -0.8

オランダ 229.1 12.0% 205.8 8.0% 23.2 13.5

オーストリア 51.8 6.0% 56.1 5.0% -4.2 -4.4

ポーランド 88.8 10.0% 85.9 1.0% 2.9 -4.5

ポルトガル 20.6 13.0% 27.2 9.0% -6.6 -6.7

ルーマニア 23.8 8.0% 30.6 5.0% -6.8 -7.2

スロベニア 17.4 21.0% 16.8 11.0% 0.7 -0.8

スロバキア 27.6 11.0% 26.7 4.0% 0.9 -0.9

フィンランド 18.9 2.0% 19.9 -10.0% -1.0 -3.7

スウェーデン 47.7 5.0% 46.0 2.0% 1.8 0.4

* 域内諸国との貿易含む

1～3月 前年同期比 1～3月 前年同期比 1～3月 前年同期

米国 123.6 5.9% 87.9 15.1% 35.7 40.3

中国 57.4 2.9% 132.1 -10.6% -74.7 -92.0

英国 86.0 10.4% 49.3 8.1% 36.7 32.3

スイス 49.5 12.5% 34.3 -7.0% 15.2 7.1

トルコ 28.8 29.7% 24.2 3.0% 4.6 -1.2

ノルウェー 16.2 7.3% 34.3 6.9% -18.1 -17.1

日本 16.5 -10.3% 18.2 13.0% -1.6 2.3

韓国 14.7 8.1% 17.8 11.9% -3.1 -2.2

ロシア 11.5 -37.2% 18.1 -72.1% -6.6 -46.5

インド 12.0 13.2% 16.0 6.0% -4.0 -4.6

ユーロ圏・EUの貿易収支（単位　10億ユーロ）

EU各国の貿易収支（単位　10億ユーロ）

EU貿易収支・主要相手国別（単位：10億ユーロ）

EUの輸出 EUの輸入 収支
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EU 統計局ユーロスタットが 15

日に発表したユーロ圏の 3 月の鉱

工業生産指数（季節調整済み、速報

値）は前月比で 4.1％の低下となっ

た。マイナスとなるのは 3 カ月ぶ

り。機械など資本財が大きく低迷

したことが響いた。（表参照） 

分野別では 2.8％上昇した耐久消

費財を除いて下落。下げ幅は資本

財が 15.4％、中間財が 1.8％、エネル

ギーが 0.9％、非耐久消費財が 0.8％

だった。 

EU27 カ国ベースの鉱工業生産

指数 3.6％低下。主要国はドイツが

3.1％、フランスが 1.1％、イタリア

が 0.6％の幅で落ち込んだ。スペイ

ンは 1.4％の上昇となった。 

前年同月比ではユーロ圏が

1.4％、EUが 1.3％の低下。前月はそ

れぞれ 2.0％、2.1％の上昇だった。 

ユーロ圏鉱工業生産 
3月は4.1％低下 

<EUR11007> 

10月 11月 12月 1月 2月 3月

ユーロ圏

中間財 -1.4 0.5 -2.8 1.2 1.3 -1.8

エネルギー -4.3 -1.3 3.3 -0.8 0.7 -0.9

資本財 0.1 0.6 -0.2 0.1 2.0 -15.4

耐久消費財 -1.5 0.1 -1.2 -0.5 0.1 2.8

非耐久消費財 0.7 3.6 -2.9 -2.0 2.3 -0.8

EU27カ国

中間財 -1.4 0.5 -2.3 0.9 0.7 -1.6

エネルギー -3.9 -0.6 2.7 -0.7 0.8 -1.0

資本財 -0.1 0.8 0.0 -0.1 2.0 -12.9

耐久消費財 -1.4 -0.3 -0.7 -1.0 -0.1 2.0

非耐久消費財 0.5 2.7 -0.5 -3.1 2.9 -1.3

鉱工業生産指数・分野別変動率

 （前月比　％）

10月 11月 12月 1月 2月 3月

ユーロ圏 -2.0 1.1 -1.0 0.6 1.5 -4.1

EU27カ国 -2.0 1.0 -0.4 0.1 1.4 -3.6

ベルギー -1.8 0.9 -2.5 -3.7 4.4 -1.3

ブルガリア -2.4 0.6 -0.2 -2.5 -0.7 -1.3

チェコ -3.6 3.1 0.7 -2.9 0.4 1.7

デンマーク -3.8 2.6 13.5 -8.3 4.0 -1.9

ドイツ -0.9 0.8 -1.5 1.9 2.5 -3.1

エストニア -1.6 -4.0 2.2 -0.5 -0.1 -0.9

アイルランド -9.5 6.8 -9.3 6.4 3.0 -26.3

ギリシャ 0.3 1.2 0.1 -1.1 5.2 -0.5

スペイン -0.2 -0.6 0.7 -0.5 0.8 1.4

フランス -2.5 1.9 1.4 -2.0 1.4 -1.1

クロアチア -0.8 -1.4 0.1 0.9 0.7 1.3

イタリア -1.1 -0.1 1.1 -0.5 -0.2 -0.6

キプロス -0.3 2.0 -0.6 -0.6 2.1 :

ラトビア -0.1 2.9 -2.7 -3.1 2.6 -1.0

リトアニア -1.7 0.4 -4.0 -0.3 -0.8 0.9

ルクセンブルク -2.6 0.9 -2.8 -2.0 4.0 -2.3

ハンガリー -3.9 -0.8 3.6 -5.1 0.3 0.2

マルタ -2.7 3.4 2.1 -1.7 2.0 0.3

オランダ -1.1 -1.3 1.9 -4.6 0.4 -1.7

オーストリア 1.4 -0.7 0.2 2.2 -0.7 -2.1

ポーランド -0.4 1.4 1.0 -2.7 0.6 -1.0

ポルトガル -1.8 3.6 3.3 -2.3 -2.0 -1.1

ルーマニア -0.5 -1.3 -1.6 2.3 0.1 0.3

スロベニア -5.8 6.3 -1.5 2.3 -4.3 2.3

スロバキア 0.7 -3.0 -0.6 -1.4 3.4 1.7

フィンランド -2.4 -1.0 3.4 0.2 -2.4 3.0

スウェーデン -0.8 -3.4 0.4 5.1 0.3 -3.9

：データなし

鉱工業生産指数・国別変動率

 （前月比　％）
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EU 統計局ユーロスタットが 16

日に発表した 2023年 1～ 3月期の

域内総生産（GDP）の最新統計によ

ると、EU27 カ国の GDP は前期比

0.2％増となり、伸び率は速報値の

0.3％から 0.1 ポイント下方修正さ

れた。前年同期比の伸び率も 0.1ポ

イント下方修正の 1.2％となった。

（表参照） 

ユーロ圏 20 カ国の GDP は前期

比 0.1％増、前年同期比 1.3％増で、

速報値と同水準だった。国別の前

期比の伸び率は、ポーランドが

3.9％で最高。最低はリトアニアの

マイナス 3.0％だった。主要国はド

イツが横ばい、フランスが 0.2％、

イタリアとスペインが 0.5％となっ

ている。 

ユーロ圏の1～3月期GDP、0.2％増に下方修正 

<EUR11008> 

             EU統計局5月16日発表

2023年 2023年

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

ユーロ圏 0.9 0.4 0.0 0.1 4.4 2.5 1.8 1.3

EU27カ国 0.7 0.4 -0.1 0.2 4.4 2.6 1.7 1.2

ベルギー 0.5 0.3 0.1 0.4 4.1 2.1 1.5 1.3

ブルガリア 0.6 0.5 0.5 0.4 4.5 3.1 2.1 2.0

チェコ 0.3 -0.3 -0.4 0.1 3.5 1.5 0.3 -0.2

デンマーク 1.3 0.1 0.6 0.3 4.5 3.9 1.6 2.3

ドイツ -0.1 0.5 -0.5 0.0 1.7 1.4 0.8 -0.1

エストニア -1.2 -1.3 -1.6 : -0.6 -2.4 -4.4 :

アイルランド 2.3 2.8 0.3 -2.7 12.3 11.3 13.1 2.6

ギリシャ 1.1 0.4 1.4 : 7.3 4.4 5.2 :

スペイン 2.5 0.4 0.4 0.5 7.7 4.8 2.9 3.8

フランス 0.5 0.1 0.0 0.2 4.2 1.0 0.4 0.8

クロアチア 1.3 -0.5 0.6 : 8.4 5.4 3.7 :

イタリア 1.1 0.4 -0.1 0.5 5.1 2.5 1.4 1.8

キプロス -0.2 1.9 0.9 0.8 6.4 5.5 4.4 3.4

ラトビア -0.2 -1.2 1.2 0.5 3.3 0.8 1.2 0.3

リトアニア -0.7 0.7 -0.5 -3.0 2.2 1.4 -0.4 -3.6

ハンガリー 0.6 -0.8 -0.6 -0.2 6.2 3.7 0.7 -1.1

マルタ 1.1 1.4 1.2 : 9.4 5.3 4.7 :

オランダ 2.6 -0.2 0.4 -0.7 5.2 3.4 3.5 1.8

オーストリア 2.1 0.1 0.0 -0.3 6.5 2.2 3.0 1.8

ポーランド -2.4 1.0 -2.3 3.9 5.9 4.7 0.6 0.0

ポルトガル 0.2 0.3 0.3 1.6 7.4 4.8 3.2 2.5

ルーマニア 0.7 1.0 1.0 0.1 3.8 3.9 4.3 2.8

スロベニア 0.7 -1.3 0.7 0.6 8.3 3.9 1.3 0.7

スロバキア 0.2 0.3 0.3 0.2 1.5 1.2 0.9 0.9

フィンランド 1.0 -0.2 -0.4 1.1 3.2 1.5 0.0 1.2

スウェーデン 0.3 0.4 -0.4 0.2 3.9 2.7 -0.2 0.3

　　　　　：データなし

EU・ユーロ圏の1－3月成長率（％）

前期比 前年同期比

2022年 2022年
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EU 統計局ユーロスタットが 17

日に発表した 4 月の消費者物価統

計によると、ユーロ圏のインフレ

率（確定値）は速報値と同じ前年同

月比 7.0％となり、前月の 6.9％を

0.1ポイント上回った。インフレ率

の拡大は 6カ月ぶり。（表参照） 

分野別の上昇率はエネルギーが

2.4％、工業製品が 6.2％、サービス

が 5.2％だった。欧州中央銀行

（ECB）が金融政策決定で重視する

基礎インフレ率（価格変動が激しい

エネルギー、食品・アルコール・た

ばこを除いたインフレ率）は 5.6％

で、前月の 5.7％から縮小した。 

EU27 カ国ベースのインフレ率

は、前月を 0.2 ポイント下回る

8.1％。主要国はドイツが 7.6％、フ

ランスが 6.9％、イタリアが 8.7％、

スペインが 3.8％となっている。 

4月のユーロ圏インフレ率、確定値も7％ 

<EUR11009> 

22年4月 11月 12月 23年1月 2月 3月 4月

ユーロ圏 7.4 10.1 9.2 8.6 8.5 6.9 7.0

EU27カ国 8.1 11.1 10.4 10.0 9.9 8.3 8.1

ベルギー 9.3 10.5 10.2 7.4 5.4 4.9 3.3

ブルガリア 12.1 14.3 14.3 14.3 13.7 12.1 10.3

チェコ 13.2 17.2 16.8 19.1 18.4 16.5 14.3

デンマーク 7.4 9.7 9.6 8.4 8.3 7.3 5.6

ドイツ 7.8 11.3 9.6 9.2 9.3 7.8 7.6

エストニア 19.1 21.4 17.5 18.6 17.8 15.6 13.2

アイルランド 7.3 9.0 8.2 7.5 8.1 7.0 6.3

ギリシャ 9.1 8.8 7.6 7.3 6.5 5.4 4.5

スペイン 8.3 6.7 5.5 5.9 6.0 3.1 3.8

フランス 5.4 7.1 6.7 7.0 7.3 6.7 6.9

クロアチア 9.6 13.0 12.7 12.5 11.7 10.5 8.9

イタリア 6.3 12.6 12.3 10.7 9.8 8.1 8.7

キプロス 8.6 8.1 7.6 6.8 6.7 6.1 3.9

ラトビア 13.1 21.7 20.7 21.4 20.1 17.2 15.0

リトアニア 16.6 21.4 20.0 18.5 17.2 15.2 13.3

ルクセンブルク 9.0 7.3 6.2 5.8 4.8 2.9 2.7

ハンガリー 9.6 23.1 25.0 26.2 25.8 25.6 24.5

マルタ 5.4 7.2 7.3 6.8 7.0 7.1 6.4

オランダ 11.2 11.3 11.0 8.4 8.9 4.5 5.8

オーストリア 7.1 11.2 10.5 11.6 11.0 9.2 9.5

ポーランド 11.4 16.1 15.3 15.9 17.2 15.2 14.0

ポルトガル 7.4 10.2 9.8 8.6 8.6 8.0 6.9

ルーマニア 11.7 14.6 14.1 13.4 13.4 12.2 10.4

スロベニア 7.4 10.8 10.8 9.9 9.4 10.4 9.2

スロバキア 10.9 15.1 15.0 15.1 15.4 14.8 14.0

フィンランド 5.8 9.1 8.8 7.9 8.0 6.7 6.3

スウェーデン 6.6 10.1 10.8 9.6 9.7 8.1 7.7

ユーロ圏・ＥＵのインフレ率（前年同月比　％）
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日本の岸田首相と英国のスナク

首相は 18日、主要 7カ国首脳会議

（G7広島サミット）開幕に先立ち、

広島で会談を行い、日英間の経済・

安全保障・技術分野での協力強化

を目指す「日英広島アコード」で合

意した。また、台湾情勢を念頭にサ

プライチェーンの強靱性向上を目

指す日英の「半導体パートナー

シップ」も締結し、供給網の強化や

研究開発（R&D）に共同で取り組む

方針で一致した。 

広島アコードは◇安全保障上の

課題に対してより密接に協議し、

両国の防衛・安全保障分野の産業

連携に取り組む◇再生可能エネル

ギーの導入を推進するためのパー

トナーシップを強化する◇日本の

経済産業省と英国のビジネス・通

商省との閣僚級会合の創設――な

どを柱とする内容。 

スナク氏は「日英の防衛分野で

の協力を強化し、経済をともに成

長させ世界をリードする科学技術

を育てるものだ」と強調。「インド

太平洋地域の平和と安全、自由で

公正な貿易などの価値観を守るた

め、両国が緊密に連携していく」と

述べた。 

一方、半導体パートナーシップ

についてスナク氏は、「野心的な

R&D での協力と技術交流、双方の

国内産業の強化、サプライチェー

ンの強靭化に共同で取り組む」と

説明した。 

スナク氏はこれに先立ち、都内

で日英財界のイベントに出席し、

日本企業が英国でクリーンエネル

ギー分野などに総額 177 億ポンド

（約 3兆円）の投資を行う計画を明

らかにした。英政府によると、丸紅

とパートナー企業が洋上風力を中

心に今後 10年で約 100億ポンド投

資するほか、住友商事もイングラ

ンド東部サフォークとノーフォー

ク沖の洋上風力プロジェクトに 40

億ポンドを投じる。三菱地所と三

井不動産は合わせて 35億ポンドを

投じ、ロンドンで住宅やオフィス

ビル、研究施設を開発する。 

<EUR11010> 

欧州自動車大手ステランティス

は 15日、カナダのオンタリオ州で

進めていた電気自動車（EV）用電池

工場の建設を停止したと発表し

た。連邦政府と地元政府が約束し

ていた公的支援を実施していない

ことが理由としている。 

ステランティスは 2021年 10月、

韓国LG化学の電池子会社LGエナ

ジーソリューションとカナダで

EV 用電池を生産する合弁会社を

設立することで合意したと発表。

22 年には 50 億カナダドル（約

5,038億円）以上を投じ、オンタリオ

州ウィンザーに年産能力 45 ギガ

ワット時（GWh）の工場を建設する

と発表していた。 

同社によると、連邦政府とオン

タリオ州政府は同事業に約 10億カ

ナダドルを支援することで合意し

ていた。しかし、支援が履行されな

いことから、15 日に電池モジュー

ル工場の建設を中断した。電池セ

ル工場建設事業の一部は継続して

いる。支援問題ついては、連邦政府

と協議中という。 

カナダ政府は 3月、独フォルクス

ワーゲン（VW）がオンタリオ州セ

ントトーマスに EV 用電池工場を

建設する計画に対して、最大 13億

カナダドルの支援を行うと発表し

た。今回のステランティスの動き

には、ライバル企業が同社より多

い支援を受けることに反発した面

もあると目される。 

<EUR11011> 

ステランティスがカナダの電池工場建設を停止 
公的支援めぐり 

日英が経済・安全保障・半導体で連携強化 
丸紅や住商など英に177億ポンド投資 

 

西欧 

 

ドイツ経済ニュースを読んで 

ドイツ経済に強くなろう ドイツ経済の 

最新動向をお伝えしています 

https://fbc.de/business/newsletter/#sc
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英高級車メーカーのアストン

マーティンは 18日、中国自動車大

手の浙江吉利控股集団が2億3,400

万ポンドを追加出資し、第 3位株主

となると発表した。吉利は 2022年

9 月にアストンマーティンの株式

7.6％を取得していたが、出資比率

は 17％に引き上げられる。吉利は

アストンマーティンに非常勤取締

役を派遣する権利を獲得し、提携

強化を図る。 

発表によると、吉利はアストン

マーティンの筆頭株主であるロー

レンス・ストロール会長率いる投

資ファンド Yew Tree から普通株

式約 4,200 万株を 1 株 3.35 ポンド

で取得し、さらにアストンマー

ティンが発行する新株 2,800 万株

を同価格で引き受ける。これによ

り、アストンマーティンは現金約

9,500万ポンド（約 163億円）を調

達し、負債を大幅に削減すること

ができる。 

アストンマーティンは人気スパ

イ映画「007」シリーズの主人公

ジェームズ・ボンドの愛車で知ら

れる創業 1913 年の老舗メーカー

だが、110年の歴史で 7回倒産して

いる。 

ストロール氏は声明で「吉利は

中国という戦略的に重要な成長市

場を深く理解しており、幅広い技

術や部品にアクセスする機会を提

供してくれる」とコメント。吉利の

エリック・リー会長は「アストン

マーティンに対する出資比率を引

き上げる今回の決定は、同社の成

長見通し、技術面、経営陣に対する

信頼と確信を反映している」と述

べた。 

<EUR11012> 

 

英通信最大手の BT グループは

18日、最大5万5,000人を2030年ま

でに削減すると発表した。光ファ

イバー回線網の整備完了や将来の

人工知能（AI）活用を見込んだもの

で、従業員の 42％に相当する大規

模なリストラに踏み切る。 

同社の従業員は、約 3 万人の契

約社員を含めて 13 万人に上る。

フィリップ・ジャンセン最高経営

責任者（CEO）によると、契約社員

も対象に4万～5万5,000人を削減

する。 

主な内訳は光ファイバー網、5G

（第 5世代移動通信システム）回線

網の敷設要員が1万5,000人、保守・

サービス要員が 1万人。このほか、

AI 活用など業務のデジタル化推進

に伴い、約 1万人を削減する。AIは

カスタマーサービスなどで用いる

方針だ。 

<EUR11013> 

 

 

英通信大手BT、人員4割削減 
AI活用など視野に 

吉利がアストンマーティンに追加出資、第3位株主に 

 

英通信大手のボーダフォンは 16

日、向こう 3 年間で従業員 1 万

1,000 人を削減すると発表した。業

績低迷を受けたもので、削減は全

世界の従業員の約 12％に相当する

規模となる。 

人員削減は 4 月に就任したマル

ゲリータ・デラ・バレ最高経営責任

者（CEO）が明らかにした。英国の

ほか、最大の市場でありながら業

績悪化が続いているドイツなど欧

州全域で実施する。 

デラ・バレ CEO は就任後、ドイ

ツで 1,300 人、イタリアで 1,000 人

を減らす方針を打ち出していた。

同日発表した 2023 年 3 月期の利

払い前・税引き前・減価償却前利

益（EBITDA）が前期比 1.3％減と

なり、売上高も横ばいにとどまる

中、追加リストラに踏み切った。

同社にとって過去最大の人員整

理となる。 

<EUR11014> 

 

ボーダフォンが人員を大幅削減、業績低迷で 
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全国農業協同組合連合会（JA 全

農）とクボタ、独化学大手 BASFは

15日、JA全農と BASFが日本国内

で開発・推進する栽培管理支援シ

ステム「ザルビオ・フィールドマ

ネージャー」とクボタが開発・推進

する営農・サービス支援システム

「KSAS（クボタスマートアグリシ

ステム）」のシステム連携の実証試

験を開始したと発表した。労働力

不足に伴う農地集約や、化学肥料

の使用量削減を掲げる政府の「緑

の食料システム戦略」などを背景

に生産効率の引き上げや、無駄の

ない効果的な施肥が求められてい

ることに対応する。 

実証試験では、人工衛星センシ

ング画像からザルビオ・フィール

ドマネージャーが作成した可変施

肥マップのデータを KSAS 経由で

取り込んだクボタ製田植機で施肥

作業を実施。システム機能や操作

性を確認する。 

可変施肥マップは、圃場（ほじょ

う）内での生育のばらつきを解消

するため、生育が良いところと悪

いところで肥料の散布量に濃淡を

つけて地図上に示したもの。クボ

タの対応田植機はこのマップの指

示通りに自動で量を調節しながら

施肥することができる。 

ザルビオ・フィールドマネー

ジャーの可変施肥マップのデータ

はこれまで、USB メモリーを介し

て農業機械に取り込んできたが、

KSAS とのシステム連携により物

理的にデータを持ち運ぶことなく

データ移行が行えるようになる。

連携機能は 2024年春に正式リリー

スする予定だ。田植機以外の農機

への展開も視野に入れている。 

JA全農とBASFは20年に協業合

意した。ザルビオ・フィールドマ

ネージャーを 21年から日本に導入

し、普及を進めている。 

<EUR11015> 

 

 

JA全農・クボタ・BASFが実証試験 
営農支援システム連携で 

日本郵船は 16日、独エネルギー

大手 EnBWと新造 LNG（液化天然

ガス）船 4隻の長期定期傭船契約を

締結したと発表した。船舶は韓国

のHD現代重工業で建造され、2027

年から順次竣工する予定。エネル

ギー事業本部執行役員の井浪康之

氏は、「当社は EnBW 社に対して

LNG の安定な輸送を提供すること

で堅調なパートナーシップを構築

していくとともに、世界のエネル

ギートランジションに貢献してい

きたい」と述べた。 

同LNG船は防熱性能の高い容量

17 万 4,000 立方メートルのメンブ

レン型のカーゴタンクを装備して

いる。主機関には燃料消費効率の

高い二元燃料低速 2 ストローク舶

用エンジンを搭載するほか、軸発

電装置や空気潤滑システム（ALS）

を採用しており、従来の LNG船に

比べ環境に配慮した仕様となって

いる。 

<EUR11016> 

独高級車大手メルセデスベン

ツは 16 日、バン部門の新戦略を発

表した。モデルのプレミアム化を

推進すると同時にコストを削減

し、競争力を強化する。市場開拓

の余地が大きい米国と中国では

販売を加速させる。同社は主力の

乗用車部門ですでにプレミアム

化を進めており、バン部門も続く

ことになる。 

コスト削減は管理業務から生

産、製品に至る幅広い分野で実施

する。固定費はスリム化とデジタ

ル化を通して 2025 年までに 19 年

比で 20％引き下げる計画だ。22年

時点で約 7％削減していることか

ら、残り13％を今後3年で実現する

ことになる。人員削減は行わない。 

生産面では車両 1 台の製造に要

する時間（HPV）を 25年までに最大

25％短縮する。モデル・装備のバリ

エーションも減らす。 

同社製バンは現在、欧州が販売

台数の 60％を占めていることか

ら、同地では市場開拓の余地が小

さい。一方、米国では業務用の大型

バン、中国では個人用のラグジュ

アリーバンのニーズが大きいこと

から、需要を掘り起こしていく。 

モデルのプレミアム化を推し進

めるのは、収益力の向上につなが

るためだ。車両の電動、自動運転・

通信端末化に必要な巨額資金を確

保しやすくなる。 

<EUR11017> 

メルセデス 
バン部門の競争力強化 

 

日本郵船、独エネ大手EnBWと傭船契約 
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東欧・ロシア・その他 

自動車大手の独フォルクスワー

ゲン（VW）は 19日、ロシア事業を

現地ディーラー、アビロンに売却

する手続きが完了したと発表し

た。VWはロシアのウクライナ侵攻

を受けて露事業を停止していた。

今回の取引により同国事業から完

全撤退する。 

現地子会社フォルクスワーゲ

ン・グループ・ルスとその傘下企業

（フォルクスワーゲン・コンポー

ネンツ・アンド・サービシズ、スカ

ニア・リーシング、スカニア・ファ

イナンス、スカニア・インシュアラ

ンス）をアビロンの傘下企業アー

トファイナンスに 100％譲渡した。

インターファクス通信によると、

取引額は 1億 2,500万ユーロ。 

売却した資産には、モスクワの

南西約 150 キロのカルーガにある

完成車工場が含まれる。ロシアの

デニス・マントゥロフ副首相兼産

業商務相によると、同工場の今後

の運営を東南アジアの企業に委ね

る方向ですでに交渉が行われてい

る。ロシア事業を現地企業に売却

した自動車メーカーのなかには、

将来的に買い戻す権利を確保する

ケースもあるが、VWはそうしたオ

プション権なしに今回の取引を

行ったもようだ。 

ロシアのニジニ・ノヴゴロドで

現地メーカーGAZと共同運営して

いた合弁工場からは昨年中に撤退

を完了した。 

<EUR11018> 

VWがロシア事業から撤退、現地企業に工場など売却 

中国自動車大手の奇瑞汽車

（チェリー）が中国市場に参入す

る。2023年 7～ 9月期にクロスオー

バー SUV「オモダ（Omoda）5」を

投入する予定だ。 

同社のポーランド事業を統括す

るアヤックス・ジア氏は「ポーラン

ドは大きな成長可能性を秘めた欧

州最大の新車市場の一つで、外国

のブランドが市場の形成に大きな

役割を果たしている」と指摘。オモ

ダは新興のブランドに寛容な若い

世代をターゲットにしていると話

した。 

同社は欧州への本格進出の足掛

かりにトルコでの工場設置を検討

している。同国市場には直営で参

入しており、来年は「オモダ 5」の

電気自動車（EV）モデルと、コンパ

クトセダン「アリゾ（Arrizo）8」を

投入するとしている。 

<EUR11019> 

 

 

 

中国奇瑞汽車、7～9月期にポーランド参入 

ポーランド初の水素燃料電池機

関車（水素機関車）がまもなく実用

化される見込みだ。同国鉄道運輸

局は開発元の鉄道車両メーカー

PESAに対し、試験運行のための認

可証明書を発行する。 

同水素機関車は「SM42」入換機

関車がベースとなる。牽引能力は

約 3,200トンで、1日に必要な水素

燃料は約 170kg。自動運転システム

の導入により運転士 1 人で車両基

地での操車を行える。衝突防止の

障害物認識システムも搭載する。 

PESA は水素機関車の開発で石

油大手 PKNオルレンと提携し、旅

客・貨物車両の双方を対象に開発

から試験を経て商業化に至るまで

一貫して協力している。すでに同

国南西部のジミグルトにある

PESA の試験用コースで動作テス

トを行っており、当局の承認後に

次の段階の試験に進む。最終的に

PKN オルレンのもとで試験を行

い、その結果により鉄道車両の水

素化戦略を決定する方針だ。 

PKNオルレンは総額 74億ズロチ

（16億 3,000万ユーロ）規模の水素

戦略を進めている。2030 年までに

再生可能エネルギー由来の水素を

年間 13 万トン生産し、一部を代替

燃料として供給する予定。同年まで

に国内とチェコ、スロバキアで道路

や鉄道向けに水素ステーションを

111カ所（ポーランド 57、チェコ 28、

スロバキア 26）設置する計画だ。 

<EUR11020> 

 

ポーランド初の水素機関車、試験運行にゴーサイン 
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ポーランド石油最大手 PKNオル

レンのチェコ子会社オルレン・ウ

ニペトロルは、電気自動車（EV）用

の急速充電インフラの整備で同国

のシュコダ自動車と協力する。自

社のサービスステーション網を活

用し、EVの急速充電ネットワーク

を拡大する。業界誌『ペトロールプ

ラザ』が 17日に伝えた。 

両社は EV 充電の需要が高いと

見込まれる場所に容量 150 キロ

ワット（kW）以上の充電ポイントを

設置する。オルレン・ウニペトロル

は設置箇所を選定。シュコダ自は

充電プラットフォームと充電ポイ

ントを統合して運用できるように

するためのノウハウを提供する。 

オルレン・ウニペトロルによる

と、設置箇所は主に汎欧州運輸

ネットワーク（TEN-T）のルート沿

いで、年内に少なくとも 8カ所で設

置工事を開始する予定。同社は国

営電力 CEZなどとの提携を通じ、

これまでにガソリンスタンド 55カ

所に合計 225 台の充電ポイントを

設置した。 

<EUR11021> 

ニデック（旧日本電産）は 18日、

セルビア北部のノビサドで 2 工場

の開所式を行った。需要が増す電

気自動車（EV）用のモーターとイン

バーター、電子制御ユニット

（ECU）を生産する。投資額は明ら

かにしていない。 

車載モーター工場は新会社ニ

デックエレクトリックモータ・セ

ルビアが運営する。敷地面積は 5万

9,760 平方メートルで、新規雇用は

当初1,000人。インバーターとECU

の工場は敷地面積が3万6,000平方

メートルで、当初は 200人を新規雇

用する。運営は新会社ニデックエ

レシス・ヨーロッパが担う。 

2 工場はニデックにとり中東欧

初の生産拠点となる。同社はセル

ビアを生産活動の中核拠点と位置

づけており、今後グループ会社の

複数事業が同地に進出する予定

だ。将来的には EV向けトラクショ

ンモーターシステム「E-Axle」の量

産も視野にサプライヤーを誘致

し、欧州市場向け電気モーターの

産業クラスターを形成する構想を

描く。 

<EUR11022> 

 

 

 

ニデックのセルビア工場が開所 
中東欧の中核拠点に 

PKNオルレン、EV急速充電網整備でシュコダ自と協力 

台湾の接着剤・特殊化学大手の

徳淵集団（Tex Year）は 15日、ポー

ランド中部のグニェズノで堆肥化

可能なストロー工場の落成式を

行った。生分解性樹脂加工大手の

銘安科技（Minima Technology）と合

弁で設置した同工場は、徳淵集団

にとって欧州初の生産拠点。同地

に欧州本社も設置し、需要の拡大

が見込まれる欧州市場の本格開拓

に乗り出す。投資額は明らかにし

ていない。 

新工場は面積1万8,600平方メー

トル。ビフェニル、フタル酸エステ

ルやその他の可塑剤を含まない、

植物由来のポリマーを用いた生分

解性ストローを生産する。今年上

半期中に稼働を開始する予定。欧

州連合（EU）では 2021年から、ス

トローなど一部の使い捨てプラス

チック製品を域内で使用すること

を禁止する EU 指令が実施されて

いる。 

同社はポーランド工場の設置に

ついて、台湾から欧州への「投資の

第一波」の中で同国に工場を建設

した材料メーカーの最初の事例だ

としている。 

<EUR11023> 

 

台湾の徳淵集団 
ポーランドに生分解性ストローの工場開設 
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欧州為替・株価指標        ＜2023年5月8日～19日＞ 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

FTSE 100 （ロンドン） ■5月8日は取引なし

出所：欧州中央銀行、ロンドン証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油 （先物／1バレル当たり／単位：ドル）                                

対ドル

ユーロ相場       

1.1037 

1.0959 1.0950 1.0930 1.0892 1.0876 1.0881 1.0829 1.0813 1.0808 

8日 9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日

0.8723 
0.8699 

0.8681 0.8680 
0.8702 

0.8694 0.8694 0.8690 0.8689 0.8684 

8日 9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日

77.01 77.44 
76.41 

74.98 

74.17 

75.23 

74.91 
76.96 

75.86 75.58 

8日 9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日

0.9813 0.9788 0.9771 0.9758 0.9744 0.9747 

0.9732 0.9746 0.9735 

0.9738 

8日 9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日

149.15 

147.97 148.18 

146.54 
147.02 

148.15 147.89 148.31 

149.08 
149.55 

8日 9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日

7,735.08 7,727.12 

7,679.61 

7,729.01 
7,754.62 

7,741.29 7,713.03 

7,723.23 7,742.13 

9日 10日 11日 12日 15日 16日 17日 18日 19日
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